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１ 地方公務員給与実態調査結果

＜給与水準＞

→ 全地方公共団体平均で１０７．０(前年比８．１ポイント増)

→ ラスパイレス指数１００超は、８７．５％（１，５６６団体）

※１ 全地方公共団体を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を
補正し、国家公務員の俸給月額を１００として計算した指数

※２ ｢参考値｣は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

平成２４年地方公務員給与実態調査結果等のポイント

１０７．０
（参考値９８．９）※２

○ラスパイレス指数※１（全団体平均）

２ 他の給与関連調査結果

＜給与削減措置の状況＞

○ これまで(平成10年度から24年度)の削減影響額は、約２．１兆円
→ 平成２４年４月１日現在における独自の給与削減措置

・団体数 ９６６団体（５４．０％）
・削減影響額 約１，５００億円（年額）
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１　ラスパイレス指数等の状況

（１）団体区分別の推移

＜第１表　団体区分別ラスパイレス指数（一般行政職）＞

※1 S49.4.1の全地方公共団体平均（110.6）は、過去最高値

※2 S49.4.1現在の全地方公共団体平均は、特別区を含んでいない。

※3 ｢参考値｣は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。
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ラスパイレス指数（全地方公共団体平均の推移）指数

年

98.9 97.9

16

指数 参考値 指数 参考値

110.6 102.5 100.6 98.9 107.0 98.9 △ 3.6 △ 11.7 8.1 0.0

111.3 104.0 102.2 99.3 107.5 99.3 △ 3.8 △ 12.0 8.2 0.0

116.1 106.3 103.4 101.3 109.3 101.1 △ 6.8 △ 15.0 8.0 △ 0.2

113.8 103.8 101.2 98.8 106.9 98.8 △ 6.9 △ 15.0 8.1 0.0

99.2 96.5 96.0 95.3 103.3 95.5 4.1 △ 3.7 8.0 0.2

― 106.0 102.1 100.0 108.3 100.1 ― ― 8.3 0.1

都 道 府 県

指 定 都 市

市

町         村

特   別   区

増　　　　減

指数 参考値
S49→H24 H23→H24H 23.4.1

H 24.4.1

全地方公共
団 体 平 均

区　　分 S 49.4.1 H 4.4.1 H 14.4.1
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（２）分布状況の推移

＜第２表　全地方公共団体のラスパイレス指数の分布状況（一般行政職）＞

※１　S49.4.1及びS49→H24の増減には、特別区を含まない。
※２　S49.4.1及びS49→H24の増減のラスパイレス指数100未満の内訳については、分離できない。

（参考）　団体区分別ラスパイレス指数の分布状況（一般行政職）H24.4.1現在

※3　H23.4.1では、東日本大震災の影響により報告することが困難である団体（10団体）を除いて集計しており、H24.4.1現
     在では、5団体が市町村合併を行ったため、全地方公共団体数が昨年と比較し、5団体増加している。

指数 参考値 指数 参考値 指数 参考値 指数 参考値 指数 参考値

(17.0%) (0.0%) (45.0%) (0.0%) (8.3%) (0.0%) (1.3%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)
8 0 9 0 64 0 12 0 0 0

(66.0%) (0.0%) (50.0%) (0.0%) (59.5%) (0.3%) (29.9%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)
31 0 10 0 456 2 279 0 23 0

(17.0%) (44.7%) (5.0%) (75.0%) (28.6%) (27.4%) (48.5%) (4.9%) (0.0%) (47.8%)
8 21 1 15 219 210 452 46 0 11

(0.0%) (55.3%) (0.0%) (25.0%) (3.7%) (72.4%) (20.3%) (95.1%) (0.0%) (52.2%)
0 26 0 5 28 555 189 886 0 12

(0.0%) (46.8%) (0.0%) (25.0%) (3.1%) (59.3%) (17.0%) (51.0%) (0.0%) (52.2%)

0 22 0 5 24 455 158 475 0 12

(0.0%) (8.5%) (0.0%) (0.0%) (0.3%) (12.1%) (2.8%) (37.9%) (0.0%) (0.0%)
0 4 0 0 2 93 26 353 0 0

(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.3%) (0.9%) (0.5%) (6.2%) (0.0%) (0.0%)

0 0 0 0 2 7 5 58 0 0

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)
47 47 20 20 767 767 932 932 23 23

市 町村 特別区
区　　分

都道府県

合　　計

105以上110未満

100以上105未満

100未満

指定都市

内
　
　
　
訳

   95以上
　  100未満

   90以上
　    95未満

90未満

110以上

指数 参考値 指数 参考値 指数 参考値

(5.2%) (0.0%)

793 14 0 0 93 0 △ 700 △ 793 93 0

(44.7%) (0.1%)

574 265 22 0 799 2 225 △ 572 799 2

(38.0%) (16.9%) ※１ ※１

628 833 745 300 680 303 52 △ 325 380 3

(12.1%) (83.0%)

1,321 2,194 2,521 1,484 217 1,484 △ 1,104 163 △ 1,267 0

(10.2%) (54.2%) ※2 ※2

1,232 1,487 910 182 969 △ 728 59

(1.6%) (25.2%)

1,321 693 811 484 28 450 △ 1,104 163 △ 456 △ 34

(0.4%) (3.6%)

269 223 90 7 65 △ 83 △ 25

(100.0%) (100.0%)

3,316 3,306 3,288 1,784 1,789 1,789 △ 1,527 △ 1,527 5 5

内
　
　
　
訳

   95以上
　   100未満

   90以上
　    95未満

90未満

合　　計

増　　　　減

S49→H24 H23→H24

105以上

100以上105未満

H 23.4.1
H 24.4.1

100未満

区　　分 S 49.4.1 H 4.4.1 H 14.4.1

110以上

2



（３）都道府県のラスパイレス指数の状況

＜第３表　都道府県のラスパイレス指数＞

指　数 高い順 指　数 高い順 指　数 高い順 指　数 高い順

静 岡 県 111.7 1 103.4 1 富 山 県 107.7 24 99.8 25

宮 城 県 110.6 2 102.5 6 石 川 県 107.7 24 100.0 20

千 葉 県 110.5 3 102.6 4 広 島 県 107.7 24 99.6 27

秋 田 県 110.4 4 102.0 8 京 都 府 107.6 28 99.2 29

埼 玉 県 110.4 4 102.6 4 愛 媛 県 107.4 29 100.2 18

東 京 都 110.4 4 102.1 7 沖 縄 県 107.4 29 99.2 29

神 奈 川 県 110.4 4 102.9 2 滋 賀 県 107.3 31 99.9 22

福 岡 県 110.3 8 101.8 10 岩 手 県 107.1 32 99.7 26

福 島 県 109.7 9 101.8 10 高 知 県 106.9 33 98.8 31

群 馬 県 109.7 9 101.9 9 宮 崎 県 106.5 34 98.7 32

茨 城 県 109.4 11 101.2 13 長 野 県 106.3 35 98.1 34

愛 知 県 109.1 12 102.9 2 三 重 県 106.2 36 101.8 10

熊 本 県 109.0 13 97.7 38 香 川 県 106.0 37 97.9 36

奈 良 県 108.8 14 100.8 14 兵 庫 県 105.8 38 98.2 33

大 分 県 108.8 14 100.7 15 徳 島 県 105.6 39 97.9 36

山 形 県 108.7 16 100.0 20 栃 木 県 104.9 40 96.7 40

和 歌 山 県 108.7 16 100.1 19 島 根 県 104.9 40 92.9 45

新 潟 県 108.6 18 99.6 27 鹿 児 島 県 104.6 42 95.5 41

山 口 県 108.5 19 97.4 39 岐 阜 県 102.7 43 94.5 42

山 梨 県 108.3 20 98.1 34 北 海 道 102.1 44 92.5 46

佐 賀 県 108.3 20 99.9 22 大 阪 府 101.4 45 93.4 44

長 崎 県 108.0 22 100.7 15 鳥 取 県 101.2 46 94.0 43

福 井 県 107.8 23 100.3 17 岡 山 県 100.2 47 92.5 46

青 森 県 107.7 24 99.9 22

（４）指定都市のラスパイレス指数の状況

＜第４表　指定都市のラスパイレス指数＞

指　数 高い順 指　数 高い順 指　数 高い順 指　数 高い順

名 古 屋 市 112.5 1 103.5 3 千 葉 市 109.6 11 100.8 12

川 崎 市 112.2 2 103.7 2 岡 山 市 109.5 12 101.1 11

横 浜 市 112.0 3 103.8 1 相 模 原 市 109.0 13 100.4 15

北 九 州 市 111.6 4 103.1 4 札 幌 市 108.9 14 100.6 13

静 岡 市 111.3 5 103.0 5 熊 本 市 108.6 15 101.4 10

京 都 市 111.1 6 99.9 17 広 島 市 108.1 16 100.5 14

神 戸 市 110.6 7 101.9 7 新 潟 市 107.7 17 99.0 18

福 岡 市 110.5 8 102.3 6 堺 市 106.3 18 98.2 19

さいたま市 110.0 9 101.7 8 浜 松 市 105.8 19 98.0 20

仙 台 市 109.9 10 101.5 9 大 阪 市 103.8 20 100.2 16

注：熊本市は、平成２４年４月１日に中核市から指定都市となった。

H23

指定都市名
H24 H23

指定都市名
H24 H23

都道府県名
H24 H23

都道府県名
H24
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（５）中核市（全４１市）のラスパイレス指数の状況

＜第５表　中核市（全４１市）のラスパイレス指数＞

指　　数 高い順 指　　数 高い順 指　　数 高い順 指　　数 高い順

112.4 1 103.8 1 108.8 21 100.6 22

111.1 2 102.8 2 108.8 21 100.5 23

111.0 3 102.6 4 108.8 21 100.8 20

110.6 4 102.8 2 108.4 25 100.1 26

110.5 5 102.2 5 108.3 26 100.0 28

110.5 5 101.7 9 108.2 27 100.1 26

110.2 7 102.1 6 108.1 28 99.9 29

109.9 8 101.5 10 108.0 29 100.2 25

109.9 8 101.8 7 107.9 30 99.8 30

109.8 10 101.4 11 107.9 30 98.8 38

109.8 10 101.4 11 107.7 32 99.7 31

109.8 10 100.9 18 107.5 33 98.9 37

109.7 13 100.8 20 107.4 34 99.7 31

109.7 13 101.1 15 107.4 34 99.7 31

109.6 15 101.8 7 107.3 36 99.5 34

109.4 16 101.2 14 107.2 37 99.3 35

109.3 17 101.4 11 107.0 38 99.2 36

109.2 18 101.1 15 106.7 39 98.2 40

109.0 19 100.9 18 104.9 40 96.7 41

108.9 20 100.3 24 100.6 41 98.3 39

108.8 21 101.0 17

豊 橋 市 奈 良 市

福 山 市 函 館 市

秋 田 市

倉 敷 市 前 橋 市

高 松 市 豊 中 市

川 越 市 旭 川 市

い わ き 市 尼 崎 市

岐 阜 市 長 崎 市

宮 崎 市 高 槻 市

柏 市 長 野 市

岡 崎 市 高 崎 市

姫 路 市 高 知 市

大 津 市 盛 岡 市

横 須 賀 市 和 歌 山 市

鹿 児 島 市 青 森 市

船 橋 市 松 山 市

宇 都 宮 市 金 沢 市

大 分 市 久 留 米 市

西 宮 市 富 山 市

郡 山 市 東 大 阪 市

豊 田 市 下 関 市

H23
中核市名

H24 H23
中核市名

H24
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＜第６表　市区町村のラスパイレス指数上位50団体及び下位50団体＞

（上位団体）

指　　数 高い順 指　　数 高い順 指　　数 高い順 指　　数 高い順

千 葉 県 君 津 市 113.7 1 104.1 4 千 葉 県 松 戸 市 111.0 25 104.5 3

兵 庫 県 芦 屋 市 113.7 1 103.9 5 千 葉 県 佐 倉 市 111.0 25 102.4 30

神奈川県 藤 沢 市 113.4 3 104.7 2 愛 知 県 犬 山 市 111.0 25 102.2 38

福 島 県 桑 折 町 112.8 4 103.1 16 広 島 県 竹 原 市 111.0 25 103.0 17

千 葉 県 神 崎 町 112.7 5 102.9 19 長 崎 県 時 津 町 111.0 25 103.2 15

千 葉 県 市 川 市 112.4 6 103.8 6 神奈川県 鎌 倉 市 110.9 31 102.3 36

福 島 県 福 島 市 112.1 7 103.8 6 東 京 都 武蔵野市 110.8 32 102.1 41

埼 玉 県 熊 谷 市 112.1 7 103.5 9 東 京 都 調 布 市 110.8 32 102.7 23

千 葉 県 鎌ケ谷市 112.0 9 102.7 23 愛 知 県 岩 倉 市 110.8 32 102.5 29

埼 玉 県 戸 田 市 111.9 10 102.8 21 三 重 県 四日市市 110.8 32 102.4 30

埼 玉 県 桶 川 市 111.9 10 103.0 17 千 葉 県 東 金 市 110.7 36 102.8 21

千 葉 県 成 田 市 111.8 12 103.5 9 千 葉 県 袖ケ浦市 110.7 36 103.7 8

神奈川県 葉 山 町 111.7 13 104.9 1 静 岡 県 三 島 市 110.7 36 101.0 102

千 葉 県 我孫子市 111.6 14 102.7 23 大 分 県 日 田 市 110.7 36 101.8 50

埼 玉 県 八 潮 市 111.5 15 101.6 62 埼 玉 県 蕨 市 110.6 40 101.8 50

千 葉 県 市 原 市 111.5 15 103.4 12 東 京 都 小金井市 110.6 40 103.4 12

埼 玉 県 川 口 市 111.4 17 103.5 9 静 岡 県 沼 津 市 110.6 40 102.4 30

埼 玉 県 上 尾 市 111.4 17 102.7 23 千 葉 県 九十九里町 110.5 43 100.4 182

兵 庫 県 三 田 市 111.3 19 99.9 234 兵 庫 県 川 西 市 110.5 43 102.4 30

愛 知 県 東 海 市 111.2 20 103.3 14 埼 玉 県 入 間 市 110.4 45 101.9 47

兵 庫 県 伊 丹 市 111.2 20 101.8 50 千 葉 県 芝 山 町 110.4 45 100.4 182

千 葉 県 八千代市 111.1 22 102.4 30 東 京 都 町 田 市 110.4 45 102.0 44

静 岡 県 御殿場市 111.1 22 102.3 36 東 京 都 国 立 市 110.4 45 100.9 110

福 岡 県 行 橋 市 111.1 22 101.2 83 神奈川県 平 塚 市 110.4 45 102.4 30

埼 玉 県 滑 川 町 111.0 25 101.5 65 静 岡 県 熱 海 市 110.4 45 102.9 19

（６）市区町村（指定都市及び中核市を除く。全１，６８１団体）のラスパイレス指数の状況　

団　体　名
H24 H23

団　体　名
H24 H23
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（下位団体）

指　　数 低い順 指　　数 低い順 指　　数 低い順 指　　数 低い順

大 分 県 姫 島 村 78.9 1 72.9 1 沖 縄 県 与那国町 94.0 26 86.8 32

新 潟 県 粟島浦村 81.6 2 73.9 2 石 川 県 宝達志水町 94.1 27 84.7 13

北 海 道 夕 張 市 82.4 3 75.9 4 沖 縄 県 南大東村 94.3 28 87.5 39

北 海 道 留 萌 市 85.5 4 75.1 3 沖 縄 県 北大東村 94.4 29 87.6 42

青 森 県 大 鰐 町 89.2 5 81.3 6 東 京 都 青ヶ島村 94.7 30 97.2 941

鹿児島県 伊 仙 町 89.2 5 85.7 19 沖 縄 県 渡名喜村 94.7 30 87.6 42

鹿児島県 与 論 町 89.9 7 82.9 8 愛 媛 県 伊 方 町 94.8 32 87.5 39

沖 縄 県 多良間村 90.5 8 81.8 7 沖 縄 県 伊是名村 94.8 32 89.5 72

沖 縄 県 伊平屋村 91.1 9 83.6 9 秋 田 県 五城目町 94.9 34 86.3 24

北 海 道 由 仁 町 91.3 10 84.5 12 大 阪 府 泉佐野市 94.9 34 97.4 977

沖 縄 県 粟 国 村 92.0 11 86.0 23 奈 良 県 上北山村 95.3 36 86.3 24

埼 玉 県 皆 野 町 92.5 12 84.7 13 北 海 道 赤 平 市 95.5 37 86.9 36

東 京 都 御蔵島村 92.5 12 83.9 10 東 京 都 三 宅 村 95.5 37 87.0 38

石 川 県 中 能 登 町 92.5 12 84.8 15 秋 田 県 八郎潟町 95.6 39 90.3 101

福 井 県 池 田 町 92.5 12 85.9 20 沖 縄 県 東 村 95.6 39 86.5 28

奈 良 県 上 牧 町 92.5 12 80.2 5 長 野 県 南相木村 95.9 41 86.9 36

奈 良 県 下北山村 92.5 12 85.2 17 宮 崎 県 西米良村 96.0 42 89.1 62

愛 媛 県 上 島 町 92.5 12 84.4 11 秋 田 県 井 川 町 96.1 43 87.6 42

京 都 府 笠 置 町 93.3 19 84.8 15 長 野 県 泰 阜 村 96.1 43 87.6 42

愛 媛 県 愛 南 町 93.3 19 86.4 26 愛 知 県 東 栄 町 96.1 43 87.5 39

鹿児島県 徳之島町 93.5 21 85.9 20 熊 本 県 水 上 村 96.3 46 87.7 46

石 川 県 穴 水 町 93.6 22 85.9 20 岩 手 県 普 代 村 96.5 47 86.4 26

奈 良 県 天 川 村 93.6 22 86.5 28 岐 阜 県 池 田 町 96.6 48 88.6 55

青 森 県 黒 石 市 93.7 24 85.6 18 新 潟 県 関 川 村 96.8 49 89.2 66

岐 阜 県 白 川 町 93.7 24 86.5 28 奈 良 県 三 宅 町 96.8 49 91.1 150

団　体　名
H24 H23

団　体　名
H24 H23
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（３）都道府県のラスパイレス指数の状況＜参考値＞

＜第３表　都道府県のラスパイレス指数＞

参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順

静 岡 県 103.2 1 103.4 1 福 井 県 99.6 23 100.3 17

宮 城 県 102.2 2 102.5 6 広 島 県 99.6 23 99.6 27

千 葉 県 102.2 2 102.6 4 青 森 県 99.5 27 99.9 22

埼 玉 県 102.1 4 102.6 4 京 都 府 99.5 27 99.2 29

神 奈 川 県 102.1 4 102.9 2 愛 媛 県 99.3 29 100.2 18

秋 田 県 102.0 6 102.0 8 沖 縄 県 99.3 29 99.2 29

東 京 都 102.0 6 102.1 7 滋 賀 県 99.2 31 99.9 22

福 岡 県 101.9 8 101.8 10 岩 手 県 99.0 32 99.7 26

福 島 県 101.4 9 101.8 10 高 知 県 98.8 33 98.8 31

群 馬 県 101.4 9 101.9 9 宮 崎 県 98.4 34 98.7 32

茨 城 県 101.1 11 101.2 13 長 野 県 98.2 35 98.1 34

愛 知 県 100.8 12 102.9 2 三 重 県 98.2 35 101.8 10

熊 本 県 100.8 12 97.7 38 香 川 県 97.9 37 97.9 36

山 形 県 100.5 14 100.0 20 兵 庫 県 97.8 38 98.2 33

奈 良 県 100.5 14 100.8 14 徳 島 県 97.6 39 97.9 36

大 分 県 100.5 14 100.7 15 栃 木 県 97.0 40 96.7 40

新 潟 県 100.4 17 99.6 27 島 根 県 97.0 40 92.9 45

和 歌 山 県 100.4 17 100.1 19 鹿 児 島 県 96.7 42 95.5 41

山 口 県 100.3 19 97.4 39 岐 阜 県 95.0 43 94.5 42

山 梨 県 100.1 20 98.1 34 北 海 道 94.4 44 92.5 46

佐 賀 県 100.1 20 99.9 22 大 阪 府 93.8 45 93.4 44

長 崎 県 99.8 22 100.7 15 鳥 取 県 93.6 46 94.0 43

富 山 県 99.6 23 99.8 25 岡 山 県 92.6 47 92.5 46

石 川 県 99.6 23 100.0 20

（４）指定都市のラスパイレス指数の状況＜参考値＞

＜第４表　指定都市のラスパイレス指数＞

参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順

名 古 屋 市 104.0 1 103.5 3 千 葉 市 101.3 11 100.8 12

川 崎 市 103.7 2 103.7 2 岡 山 市 101.2 12 101.1 11

横 浜 市 103.5 3 103.8 1 相 模 原 市 100.7 13 100.4 15

北 九 州 市 103.1 4 103.1 4 札 幌 市 100.6 14 100.6 13

静 岡 市 102.9 5 103.0 5 熊 本 市 100.3 15 101.4 10

京 都 市 102.7 6 99.9 17 広 島 市 99.9 16 100.5 14

神 戸 市 102.2 7 101.9 7 新 潟 市 99.6 17 99.0 18

福 岡 市 102.2 7 102.3 6 堺 市 98.3 18 98.2 19

さいたま市 101.7 9 101.7 8 浜 松 市 97.8 19 98.0 20

仙 台 市 101.6 10 101.5 9 大 阪 市 95.9 20 100.2 16

指定都市名
H24 H24 H23

都道府県名
H24

都道府県名
H24H23

指定都市名

注：熊本市は、平成２４年４月１日に中核市から指定都市となった。

H23

H23

参考値
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（５）中核市（全４１市）のラスパイレス指数の状況＜参考値＞

＜第５表　中核市（全４１市）のラスパイレス指数＞

参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順

103.9 1 103.8 1 100.6 20 100.3 24

102.7 2 102.8 2 100.6 20 100.8 20

102.6 3 102.6 4 100.5 24 101.0 17

102.2 4 102.2 5 100.2 25 100.1 26

102.2 4 102.8 2 100.1 26 100.0 28

102.1 6 101.7 9 100.0 27 100.1 26

101.9 7 102.1 6 99.9 28 99.9 29

101.6 8 101.5 10 99.8 29 100.2 25

101.6 8 101.8 7 99.7 30 99.8 30

101.5 10 101.4 11 99.7 30 98.8 38

101.5 10 100.9 18 99.6 32 99.7 31

101.4 12 100.8 20 99.3 33 99.7 31

101.4 12 101.4 11 99.3 33 98.9 37

101.4 12 101.1 15 99.3 33 99.7 31

101.3 15 101.8 7 99.1 36 99.3 35

101.1 16 101.2 14 99.1 36 99.5 34

101.0 17 101.4 11 98.9 38 99.2 36

100.9 18 101.1 15 98.7 39 98.2 40

100.7 19 100.9 18 96.9 40 96.7 41

100.6 20 100.6 22 93.0 41 98.3 39

100.6 20 100.5 23

岡 崎 市

奈 良 市

函 館 市

旭 川 市

柏 市

高 松 市

川 越 市

高 槻 市

高 知 市

倉 敷 市

豊 中 市

長 崎 市

前 橋 市

東 大 阪 市

姫 路 市

尼 崎 市

富 山 市

宮 崎 市

高 崎 市

岐 阜 市

豊 橋 市

H24 H23 H24 H23
中核市名 中核市名

福 山 市

い わ き 市

宇 都 宮 市

船 橋 市

大 分 市

下 関 市

横 須 賀 市

秋 田 市

盛 岡 市

久 留 米 市

西 宮 市

郡 山 市

大 津 市

豊 田 市

金 沢 市

和 歌 山 市

松 山 市

青 森 市

長 野 市

鹿 児 島 市

参考値
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＜第６表　市区町村のラスパイレス指数上位50団体及び下位50団体＞＜参考値＞

（上位団体）

参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順 参考値 高い順

千 葉 県 君 津 市 105.1 1 104.1 4 愛 知 県 犬 山 市 102.6 24 102.2 38

兵 庫 県 芦 屋 市 105.1 1 103.9 5 広 島 県 竹 原 市 102.6 24 103.0 17

神奈川県 藤 沢 市 104.8 3 104.7 2 埼 玉 県 滑 川 町 102.5 28 101.5 65

福 島 県 桑 折 町 104.2 4 103.1 16 千 葉 県 佐 倉 市 102.5 28 102.4 30

千 葉 県 市 川 市 103.9 5 103.8 6 長 崎 県 時 津 町 102.5 28 103.2 15

千 葉 県 神 崎 町 103.9 5 102.9 19 千 葉 県 袖ケ浦市 102.4 31 103.7 8

福 島 県 福 島 市 103.6 7 103.8 6 神奈川県 鎌 倉 市 102.4 31 102.3 36

埼 玉 県 熊 谷 市 103.5 8 103.5 9 愛 知 県 岩 倉 市 102.4 31 102.5 29

埼 玉 県 桶 川 市 103.5 8 103.0 17 三 重 県 四日市市 102.4 31 102.4 30

千 葉 県 鎌ケ谷市 103.5 8 102.7 23 千 葉 県 東 金 市 102.3 35 102.8 21

埼 玉 県 戸 田 市 103.4 11 102.8 21 東 京 都 武蔵野市 102.3 35 102.1 41

千 葉 県 成 田 市 103.3 12 103.5 9 東 京 都 調 布 市 102.3 35 102.7 23

神奈川県 葉 山 町 103.2 13 104.9 1 静 岡 県 沼 津 市 102.3 35 102.4 30

千 葉 県 我孫子市 103.1 14 102.7 23 大 分 県 日 田 市 102.3 35 101.8 50

埼 玉 県 川 口 市 103.0 15 103.5 9 埼 玉 県 蕨 市 102.2 40 101.8 50

埼 玉 県 上 尾 市 103.0 15 102.7 23 静 岡 県 三 島 市 102.2 40 101.0 102

埼 玉 県 八 潮 市 103.0 15 101.6 62 千 葉 県 九十九里町 102.1 42 100.4 182

千 葉 県 市 原 市 103.0 15 103.4 12 東 京 都 町 田 市 102.1 42 102.0 44

兵 庫 県 三 田 市 102.9 19 99.9 234 東 京 都 小金井市 102.1 42 103.4 12

愛 知 県 東 海 市 102.8 20 103.3 14 兵 庫 県 川 西 市 102.1 42 102.4 30

兵 庫 県 伊 丹 市 102.8 20 101.8 50 埼 玉 県 越 谷 市 102.0 46 101.4 68

静 岡 県 御殿場市 102.7 22 102.3 36 埼 玉 県 入 間 市 102.0 46 101.9 47

福 岡 県 行 橋 市 102.7 22 101.2 83 千 葉 県 芝 山 町 102.0 46 100.4 182

千 葉 県 松 戸 市 102.6 24 104.5 3 東 京 都 国 立 市 102.0 46 100.9 110

千 葉 県 八千代市 102.6 24 102.4 30 神奈川県 平 塚 市 102.0 46 102.4 30

静 岡 県 熱 海 市 102.0 46 102.9 19

（６）市区町村（指定都市及び中核市を除く。全１，６８１団体）のラスパイレス指数の状況　

H23
団　体　名

H24 H23
団　体　名

H24

参考値
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（下位団体）

参考値 低い順 参考値 低い順 参考値 低い順 参考値 低い順

大 分 県 姫 島 村 72.9 1 72.9 1 沖 縄 県 与那国町 86.9 27 86.8 32

新 潟 県 粟島浦村 75.3 2 73.9 2 沖 縄 県 南大東村 87.2 28 87.5 39

北 海 道 夕 張 市 76.1 3 75.9 4 沖 縄 県 北大東村 87.3 29 87.6 42

北 海 道 留 萌 市 79.0 4 75.1 3 沖 縄 県 渡名喜村 87.4 30 87.6 42

青 森 県 大 鰐 町 82.4 5 81.3 6 秋 田 県 五城目町 87.5 31 86.3 24

鹿児島県 伊 仙 町 82.4 5 85.7 19 沖 縄 県 伊是名村 87.5 31 89.5 72

鹿児島県 与 論 町 83.0 7 82.9 8 愛 媛 県 伊 方 町 87.6 33 87.5 39

沖 縄 県 多良間村 83.4 8 81.8 7 大 阪 府 泉佐野市 87.7 34 97.4 977

沖 縄 県 伊平屋村 84.1 9 83.6 9 東 京 都 青ヶ島村 87.8 35 97.2 941

北 海 道 由 仁 町 84.2 10 84.5 12 奈 良 県 上北山村 87.9 36 86.3 24

沖 縄 県 粟 国 村 84.8 11 86.0 23 北 海 道 赤 平 市 88.1 37 86.9 36

奈 良 県 下北山村 85.3 12 85.2 17 東 京 都 三 宅 村 88.2 38 87.0 38

埼 玉 県 皆 野 町 85.4 13 84.7 13 沖 縄 県 東 村 88.2 38 86.5 28

東 京 都 御 蔵 島 村 85.4 13 83.9 10 秋 田 県 八郎潟町 88.5 40 90.3 101

福 井 県 池 田 町 85.4 13 85.9 20 宮 崎 県 西米良村 88.6 41 89.1 62

奈 良 県 上 牧 町 85.4 13 80.2 5 長 野 県 南相木村 88.7 42 86.9 36

石 川 県 中能登町 85.5 17 84.8 15 長 野 県 泰 阜 村 88.7 42 87.6 42

愛 媛 県 上 島 町 85.5 17 84.4 11 愛 知 県 東 栄 町 88.7 42 87.5 39

京 都 府 笠 置 町 86.0 19 84.8 15 秋 田 県 井 川 町 88.8 45 87.6 42

愛 媛 県 愛 南 町 86.2 20 86.4 26 熊 本 県 水 上 村 88.9 46 87.7 46

鹿児島県 徳之島町 86.4 21 85.9 20 岩 手 県 普 代 村 89.2 47 86.4 26

石 川 県 穴 水 町 86.5 22 85.9 20 岐 阜 県 池 田 町 89.2 47 88.6 55

岐 阜 県 白 川 町 86.5 22 86.5 28 岩 手 県 田野畑村 89.4 49 90.0 91

奈 良 県 天 川 村 86.5 22 86.5 28 新 潟 県 関 川 村 89.4 49 89.2 66

青 森 県 黒 石 市 86.6 25 85.6 18 奈 良 県 三 宅 町 89.4 49 91.1 150

石 川 県 宝達志水町 86.8 26 84.7 13 島 根 県 海 士 町 89.4 49 88.3 50

H23
団　体　名

H24 H23
団　体　名

H24
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２　平均給与月額

＜第７表　職種別平均給与月額（全地方公共団体）＞ （単位：歳・円）

平均
年齢

平均俸給
月　　　額

※２

平均給与
月　　　額

※２

一 般 行 政 職
43.1

(43.3)
331,189

(334,379)
80,081

(87,482)
373,923

(377,625)
42.8

(42.3)

304,944
329,917

(327,205)

372,906
401,789

(397,723)

技 能 労 務 職
48.1

(47.8)
318,959

(319,086)
61,907

(64,757)
357,233

(357,370)
49.7

(49.5)

270,465
285,030

(283,862)

307,506
323,181

(321,662)

高 等 学 校
教 育 職

44.8
(44.9)

384,493
(386,442)

61,280
(61,795)

422,397
(424,830)

― ― ―

小 ・ 中 学 校
教 育 職

43.8
(43.8)

368,725
(371,303)

53,172
(53,609)

405,388
(408,379)

― ― ―

警 察 職
39.3

(39.4)
322,203

(324,966)
140,658

(152,745)
367,205

(370,694)
41.2

(41.2)

297,622
316,195

(316,868)

346,716
367,421

(367,972)

※　上段H24・下段括弧書きH23とする。

※１　｢平均給与月額｣は、国家公務員と比較するため、平均給料月額＋諸手当月額の一部を合計したものである。

※２　国家公務員の「平均俸給月額」及び「平均給与月額」欄については、上段下線付きH24（減額後）・中段H24（減額前）
   ・下段括弧書きH23）

（注）１　「平均給料月額」とは、給料の調整額及び教職調整額を含むものであり、「諸手当月額」とは、月ごとに支払われること

　　　　とされている扶養手当、地域手当、住居手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当等の諸手当の額を合計したものである

　　　　（期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、任期付研究員業績手当、特定任期付職員業績手当及び災害派遣手当は含ま

　　　　ない。）。

　　　２　「平均給与月額」とは、平均給料月額と月ごとに支払われることとされている全手当から時間外勤務手当、特殊勤務

　　　　手当等の手当を除いた額を合計したものである。

　　  ３　「高等学校教育職」には特別支援学校、専修・各種学校の教員を含み、「小・中学校教育職」には幼稚園の教員を含

　む。

　　　４　国家公務員については、一般行政職は行政職俸給表（一）、技能労務職は行政職俸給表（二）、　警察職は公安職

　　　　俸給表（一）の数値である。

主
　
な
　
内
　
訳

平均給与
月　　　額

※１

職 種 区 分
平均
年齢

平均給料
月　　　額

諸手当
月　 額

全職種
42.7

（42.8）
339,171

（341,745）
82,459

（87,000）
380,826

（383,839）

317,013
342,168

（340,946）

382,800
411,745

（409,644）

国家公務員

42.8
（42.5）
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＜第８表　団体区分別平均給与月額（一般行政職・H24）＞ （単位：歳・円）

団　体　区　分 平均年齢 平均給料月額 諸手当月額 平均給与月額

全地方公共団体 43.1 331,189 80,081 373,923

都 道 府 県 43.5 336,945 84,015 377,603

指 定 都 市 42.5 334,994 112,671 395,305

市 42.9 329,475 73,333 369,439

町 村 42.8 316,985 45,219 344,759

特 別 区 42.9 329,450 122,147 408,278

国 42.8
304,944
329,917

－
372,906
401,789

（注）１　平均給料月額、諸手当月額、平均給与月額は、第7表に同じ。

   　 ２　国の欄は、上段（減額後）・下段（減額前）の行政職俸給表（一）の数値である。

34.0

35.0

36.0

37.0

38.0

39.0

40.0

41.0

42.0

43.0

44.0

350

360

370

380

390

400

410

420

18年 19年 20年 2１年 22年 23年 24年

平
均
年
齢
（
歳
）

平
均
給
与
月
額
（
千
円
）

平均給与月額の推移（全地方公共団体・一般行政職）

平均給与月額（地方） 平均給与月額（国）

平均年齢（地方） 平均年齢（国）
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３　特殊勤務手当

＜第９表　団体区分別特殊勤務手当（４月分支給額・全職種・職員１人当たり）＞

支給額
職員１人
当たり

支給額
職員１人
当たり

支給額
職員１人
当たり

支給額
職員１人
当たり

支給額
職員１人
当たり

（百万円） （円） （百万円） （円） （百万円） （円） （百万円） （円） （百万円） （円）

18,316 5,831 15,770 5,651 15,329 5,529 △ 441 △ 122 △ 2,987 △ 302

都 道 府 県 6,927 4,228 7,099 4,669 6,941 4,580 △ 158 △ 89 14 352

指 定 都 市 2,671 11,250 1,163 4,831 1,136 4,678 △ 27 △ 153 △ 1,535 △ 6,572

市 5,347 7,612 5,311 7,290 5,190 7,265 △ 121 △ 25 △ 157 △ 347

町 村 1,273 3,587 591 4,128 569 4,025 △ 22 △ 103 △ 704 438

特 別 区 271 3,507 66 1,049 60 968 △ 6 △ 81 △ 211 △ 2,539

（参考） １人当たりの手当支給額の多い職種における特殊勤務手当の例

H14 → H24

全 地 方 公 共
団 体

団体区分

H14 H23 H24 H23 → H24

特殊勤務手当の例区　　分

医師・歯科医師職

看護・保健職

警察職

消防職

・緊急診療手当（緊急の診療業務のため、勤務時間外に待機を命ぜられ、緊急業務に従事し
たとき）など

・救急呼出手当（勤務時間外に救急業務に従事したとき）など

・銃器犯罪捜査従事手当(銃器を使用した犯人等の逮捕業務)
・爆発物処理作業手当（爆発物の回収、解体、爆破等の業務）など

・消防業務手当（火災その他災害等の現場に出動した場合）
・緊急出勤手当（緊急の業務のため出勤した場合）など

H23→H24 H14→H24

職員数
職員１人
当たり

職員数
職員１人
当たり

職員数
職員１人
当たり

職員１人
当たり

職員１人
当たり

（人） （円） （人） （円） （人） （円） （円） （円）

3,141,107 5,831 2,790,689 5,651 2,772,480 5,529 △ 122 △ 302

一 般 行 政 職 974,742 1,036 840,609 486 834,873 414 △ 72 △ 622

医師・歯科医師職 23,806 166,193 13,000 221,508 12,596 217,507 △ 4,001 51,314

看 護 ・ 保 健 職 159,616 16,804 98,999 13,036 96,473 13,369 333 △ 3,435

消 防 職 152,642 8,286 156,690 5,977 157,128 5,883 △ 94 △ 2,403

警 察 職 233,583 10,345 254,318 10,093 255,734 9,071 △ 1,022 △ 1,274

全 職 種

＜第１０表　職種別特殊勤務手当　職種別職員数及び職員1人当たり支給額（4月分）の推移＞

職種区分
H14 H23 H24
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２　他の給与関連調査結果

＜参考１＞

地方公共団体における独自の給与削減措置の状況・・・P１

＜参考２＞

給与制度・運用の適正化状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５

＜参考３＞

地方公務員給与の「わたり」の状況について・・・・・・・・・P６

＜参考４＞

地方公務員の自宅に係る住居手当について・・・・・・・・P１１

＜参考５＞

地方公務員の地域手当について・・・・・・・・・・・・・・・・・P１５



＜参考１－①＞

１－１　給与（給料（本給）、諸手当）削減団体内訳

両方 一般職のみ 特別職のみ 計（Ａ）

都道府県 33 0 7 40 47 85.1
指定都市 7 0 6 13 20 65.0
市区町村 351 68 494 913 1,722 53.0

計 391 68 507 966 1,789 54.0

１－２　一般職給与削減団体の内訳

都道府県 24 51.1 9 19.1 33 70.2
指定都市 4 20.0 3 15.0 7 35.0
市区町村 159 9.2 260 15.1 419 24.3

計 187 10.5 272 15.2 459 25.7
※「給料（本給）削減（C)」の団体数は、給料（本給）のみ削減実施団体、給料（本給）及び手当の削減実施団体の合計

２　削減影響額

一般職 特別職 計

都道府県 1,133 4 1,137
指定都市 135 1 136
市区町村 173 34 207

計 1,441 39 1,480

区　分
団体数 全団体数

（Ｂ）
Ａ／Ｂ（％）

区　分
給料（本給）削減

（Ｃ) ※
Ｃ／Ｂ（％）

手当のみ削減
（Ｄ)

Ｄ／Ｂ（％）

削減影響額（億円）

一般職削減団体
（Ｃ)+(Ｄ)

（Ｅ)
Ｅ／Ｂ（％）

地方公共団体における独自の給与削減措置の状況① 
（平成２４年４月１日現在） 

○ 全体の削減影響額は、約１，５００億円（１，４８０億円） 

 

 全地方公共団体の過半数の団体（966団体/1,789団体、54.0％）が、  
 独自に給料や手当の削減措置を実施し、年額約1,500億円を削減 
 
 ○ 何らかの給与削減を実施している団体は、966団体（54.0％） 
 ○ 一般職の給与削減を実施している団体は、459団体（25.7％） 
 ○ 一般職の給料（本給）削減を実施している団体は、187団体（10.5％） 
 ○ 地方公共団体は、これまでも多くの団体において給与削減措置が取り組まれ   
    ている。 
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＜参考１－②＞

　

　　　○都道府県・指定都市における一般行政職の給料（本給）削減の状況

団体数

8

9

4

4

1

※一部実施団体を含む

平成24年4月1日現在

削減率の区分 給料（本給）削減を実施している団体（削減率）

 ８％～

北海道（9～4％）    群馬県（8～2％）
岐阜県（11～3％）   三重県（15～3％）
大阪府（14～3％）   岡山県（10～7％）
千葉市（9～0.5％)   大阪市（14～3％）

 ５％～８％未満

青森県（5～3％）　  福島県 (5％）
茨城県（5～3％）    栃木県（5％）
滋賀県（7～1％）    兵庫県（7～2.5％）
山口県（6～5％）    徳島県（5～1％）
鹿児島県（6～2％）

 ２％未満 愛媛県（1～0.5％）

 ３％～５％未満
富山県（3～2％）     山梨県（4～3％）
愛知県（3％）        奈良県（3～0.5％）

 ２％～３％未満
京都府（2％）　      和歌山県（2％）
香川県（2.5～0.5％） 名古屋市（2～1％）

地方公共団体における独自の給与削減措置の状況② 
（都道府県・指定都市の給料（本給）削減状況） 
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＜参考１－③＞

○市区町村における一般行政職の給料（本給）削減の状況（団体数）

平成24年4月1日現在

○一般行政職の給料（本給）削減を実施している主な団体（市区町村）

※一部実施団体を含む

 １０％～
　　 １５％未満

北海道由仁町（14～10％） 　　北海道洞爺湖町（12.05～5％）
北海道赤平市（11％）     　　北海道八雲町（10～8％）
青森県黒石市（10～5％）　　　青森県大鰐町（10～5％）
長野県売木村（12.2～4.3％）　京都府宮津市（10～4％）
大阪府泉佐野市（13～8％）  　大阪府吹田市（12.5～3％）
大阪府松原市（10～1％）　　　奈良県上牧町（10～5％）
島根県海士町（11.3～2.8%） 　鹿児島県阿久根市（10～4％）

 ８％～
     １０％未満

北海道函館市（8～3％）　　 　北海道釧路市（9～2.3％）
北海道美唄市（9.8～7.4％）   北海道木古内町（8.7～2.7％）
北海道余市町（8.15～3.15％） 福島県泉崎村（8～5％）
大阪府高石市（9～2％）　　 　兵庫県尼崎市（8～1％）
兵庫県三木市（8～6％）　　　 島根県川本町（8.5～3.5％）

 ２０％～ 北海道夕張市（22.57～10.62％）

 １５％～
　　 ２０％未満

北海道留萌市（17～12％）

削減率の区分 給料（本給）削減を実施している主な団体（削減率）

地方公共団体における独自の給与削減措置の状況③ 
（市区町村の給料（本給）削減状況） 

２０％以上
１５～
　　２０％未満

１０～
　　１５％未満

８～
　　１０％未満

５～
　　８％未満

５％未満

市　区 1 1 7 6 36 54

町　村 0 0 7 4 15 28

合　計 1 1 14 10 51 82

区　分

給料（本給）削減率

3



＜参考１－④＞

削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数

都道府県計 36 13 843 19 1,522 22 926 23 984 34

指定都市計 4 3 1 1 4 3 2 3 29 6

市区町村計 24 168 30 218 37 160 52 200 116 1,002

合　　　　計 64 184 874 238 1,563 185 979 226 1,129 1,042

削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数

都道府県計 1,051 38 1,069 44 1,008 46 1,274 46 1,141 39

指定都市計 153 8 86 9 69 13 28 14 16 13

市区町村計 168 1,250 251 1,355 373 1,314 355 1,089 346 1,093

合　　　　計 1,372 1,296 1,406 1,408 1,451 1,373 1,656 1,149 1,503 1,145

削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数 削減影響額(億円) 実施団体数

都道府県計 1,300 40 2,051 42 1,834 42 1,179 39 1,137 40

指定都市計 5 11 54 12 71 13 58 12 136 13

市区町村計 359 1,088 359 1,085 284 1,004 213 930 207 913

合　　　　計 1,664 1,139 2,465 1,139 2,188 1,059 1,450 981 1,480 966

都道府県計

指定都市計

市区町村計

合　　　　計

注） 削減額及び実施団体数は給与削減（抑制）措置の状況調によるもの。
注） 市区町村計のうち平成10年度～平成13年度は町村分を除く

平成14年度
区　　分

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度

平成24年度

区　　分
平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

区　　分
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

3,174

21,245

区　　分
H10～H24  削減

影響額累計(億円)

17,355

716

地方公共団体における独自の給与削減措置の状況④ 
（平成１０年度～平成２４年度） 

○地方公共団体では、従来より多くの団体において給与削減措置を実施。 
○平成10年度から平成24年度までの削減影響額は約２．１兆円。 

4



＜参考２＞

○ 平成２３年度中における給与適正化等の状況
（単位：団体）

都道府県 0 1 0 0 1
指定都市 1 1 1 0 3
市　　　区 11 22 60 7 100
町　　　村 4 10 17 13 44

計 16 34 78 20 148

特殊勤務
手      当

住居手当
その他の
手　　当

都道府県 13 8 5 1 27 28
指定都市 6 1 1 0 8 11
市　　　区 60 56 65 29 210 310
町　　　村 27 25 31 13 96 140

計 106 90 102 43 341 489
（注）合計の団体数は、延べ数である。

区　分
初任給基準
の　 是 　正

わたり
の適正化

給料表
の適正化

退職時特別
昇給等の
適正化

小　　計
（A）

区　分
諸手当の適正化

退職手当
の 是 正

小　　計
（B）

合　　計
（A）＋（B）

給与制度・運用の適正化状況 

 平成２３年度中において、給料表の適正化等給料の水準適正化

のための措置を講じた団体は述べ１４８団体。また、諸手当や退職

手当の適正化を行った団体は述べ３４１団体であった。 
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　＜参考３－②＞

＜都道府県・指定都市＞ 平成24年４月１日現在

団体名 内容（人数）

千葉県(※) 「　わ　た　り　」　の　制　度　を　廃　止

大阪市 　課長補佐級の給料月額の最高水準が国の課長補佐級を１割以上超過

　　※ …「わたり」の制度を廃止した団体

　　△ …「わたり」に係る課題のある団体

＜市区町村＞ 平成24年４月１日現在

（団体） （人）

北 海 道 9 105
室蘭市、苫小牧市、深川市、登別市、東神楽町、音威子府村、幕別町、芽室町、
羅臼町

▲ 3 ▲ 36

青 森 県 0 0 ─ ─

岩 手 県 0 0 ─ ─

宮 城 県 0 0 ─ ─

秋 田 県 0 0 ─ ─

山 形 県 0 0 ▲ 2 ▲ 90

福 島 県 0 0 ─ ─

茨 城 県 1 3 高萩市 ▲ 1 ▲ 6

栃 木 県 0 0 ─ ─

群 馬 県 1 1 嬬恋村 0 ▲ 3

埼 玉 県 4 1,423 川越市、草加市、越谷市、三芳町 0 ▲ 38

千 葉 県 2 162 浦安市、袖ケ浦市 0 ▲ 78

東 京 都
（市町村）

0 0 ▲ 2 ▲ 106

東 京 都
（ 区 ）

0 0 ─ ─

神 奈 川 県 1 30 鎌倉市 ▲ 1 ▲ 15

新 潟 県 0 0 ― ―

富 山 県 0 0 ─ ─

石 川 県 0 0 ─ ─

福 井 県 0 0 ─ ─

山 梨 県 0 0 ─ ─

長 野 県 10 437
長野市、松本市、上田市、茅野市、佐久市、南相木村、軽井沢町、飯島町、平谷
村、南木曽町

▲ 1 ▲ 39

岐 阜 県 1 111 大垣市 0 7

静 岡 県 2 45 熱海市、伊東市 0 ▲ 11

愛 知 県 0 0 ─ ─

三 重 県 1 2 紀宝町 1 2

滋 賀 県 0 0 ─ ─

京 都 府 0 0 ― ―

大 阪 府 19 3,147
豊中市、池田市、吹田市、高槻市、貝塚市、茨木市、八尾市、泉佐野市、富田林
市、河内長野市、大東市、箕面市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、泉南
市、阪南市、忠岡町

▲ 3 ▲ 1,041

地方公務員給与の「わたり」に係る状況

都道府県名
団体数

（団体）
人数
(人)

市区町村名
対前年度比

対前年度比
（人）

▲948

－

わたり制度の有無

△
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（団体） （人）
都道府県名

団体数
（団体）

人数
(人)

市区町村名
対前年度比

兵 庫 県 0 0 ─ ─

奈 良 県 6 1,041 奈良市、大和郡山市、桜井市、生駒市、香芝市、安堵町 ▲ 1 ▲ 11

和 歌 山 県 0 0 ─ ─

鳥 取 県 0 0 ─ ─

島 根 県 0 0 ─ ─

岡 山 県 0 0 ─ ─

広 島 県 1 343 三次市 0 ▲ 1

山 口 県 0 0 ─ ─

徳 島 県 0 0 ─ ─

香 川 県 2 50 坂出市、綾川町 0 4

愛 媛 県 0 0 ─ ─

高 知 県 0 0 ▲ 1 ▲ 34

福 岡 県 0 0 ─ ─

佐 賀 県 0 0 ▲ 1 ▲ 19

長 崎 県 0 0 ─ ─

熊 本 県 0 0 ▲ 1 ▲ 17

大 分 県 10 1,381
大分市、別府市、日田市、佐伯市、竹田市、杵築市、宇佐市、由布市、国東市、
玖珠町

▲ 1 ▲ 182

宮 崎 県 4 393 小林市、日向市、串間市、えびの市 0 ▲ 3

鹿 児 島 県 10 1,838
鹿児島市、枕崎市、指宿市、西之表市、垂水市、薩摩川内市、霧島市、南さつま
市、奄美市、天城町

▲ 1 ▲ 165

沖 縄 県 1 13 名護市 0 ▲ 41

合 計 85 10,525 ▲ 18 ▲ 1,923

　※１　指定都市を除いた市区町村の状況である。

　　２　「対前年度比」欄の「─」は、平成２３年４月１日時点も「わたり」の制度がなかったことを示す。

9



　＜参考３－③＞

平成24年４月１日現在

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

長 野 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

奈 良 県

鳥 取 県

岡 山 県

広 島 県

徳 島 県

香 川 県

高 知 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

安芸市、四万十市、香南市、香美市、奈半利町、馬路村、大豊町、越知町、三原村

丸亀市、多度津町

阿南市

米子市、境港市

　　※　参考３－②、参考３－③と重複がある団体は、「わたり」の制度が一部残っている団体である。

石垣市、浦添市、沖縄市、うるま市

鹿屋市、出水市、いちき串木野市、伊佐市

西都市

中津市、由布市、日出町

「わたり」の制度を廃止済みの団体（経過的に実態が残っているもの）

１　都道府県）

北海道、青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県、埼玉県、千葉県、新潟県、長野県、愛知県、京都府、
島根県、熊本県、沖縄県

２　指定都市

浜松市、熊本市

城陽市、八幡市、久御山町

竜王町

久慈市、釜石市、金ケ崎町

伊那市

横須賀市、小田原市

上越市、湯沢町

魚津市

呉市、東広島市

旭川市、帯広市、苫小牧市、士別市、石狩市、松前町、木古内町、七飯町、せたな町、余市町、
奈井江町、長沼町、新十津川町、鷹栖町、美瑛町、小平町、美幌町、中標津町

岸和田市、池田市、吹田市、守口市、枚方市、八尾市、泉佐野市、寝屋川市、河内長野市、和泉市、羽曳
野市、門真市、四條畷市、交野市、熊取町

弘前市、黒石市

田原本町

津山市

３　市町村（指定都市を除く）３村）

米沢市、鶴岡市、酒田市、上山市、村山市、天童市、南陽市、河北町、大江町

大多喜町

武蔵野市、小平市、日野市、東久留米市

東吾妻町

郡山市

秋田市、男鹿市

小山市、真岡市、益子町

下妻市、茨城町
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　＜参考４－②＞

平成24年4月1日現在

北海道 ○

青森県 ○

岩手県 ○

宮城県 ○

秋田県 ○

山形県 ○

福島県 ○

茨城県 ○

栃木県 ○

群馬県 ○

埼玉県 ○

千葉県 ○

東京都 ○

神奈川県 ○

新潟県 ○

富山県 ○

石川県 ○

福井県 ○

山梨県 ○

長野県 ○

岐阜県 ○

静岡県 ○

愛知県 ○

三重県 ○

滋賀県 ○

京都府 ○

大阪府 ○

兵庫県 ○

奈良県 ○

和歌山県 ○

鳥取県 ○

島根県 ○

岡山県 ○

広島県 ○

山口県 ○

徳島県 ○

香川県 ○

愛媛県 ○

高知県 ○

福岡県 ○

佐賀県 ○

長崎県 ○

熊本県 ○

大分県 ○

宮崎県 ○

鹿児島県 ○

沖縄県 ○

　 合　計 22 8 17

自宅に係る住居手当の状況について＜都道府県＞

区分 制度がない団体
制度は廃止したが

経過措置を設けている団体
制度が

残っている団体
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　＜参考４－③＞

平成24年4月1日現在

札幌市 ○

仙台市 ○

さいたま市 ○

千葉市 ○

横浜市 ○

川崎市 ○

相模原市 ○

新潟市 ○

静岡市 ○

浜松市 ○

名古屋市 ○

京都市 ○

大阪市 ○

堺市 ○

神戸市 ○

岡山市 ○

広島市 ○

北九州市 ○

福岡市 ○

熊本市 ○

合　計 3 1 16

自宅に係る住居手当の状況について＜指定都市＞

区分 制度がない団体
制度は廃止したが

経過措置を設けている団体
制度が残っている団体
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　　＜参考４－④＞

平成24年4月1日現在

区分 制度がない団体
制度は廃止したが

経過措置を設けている団体
制度が残っている団体 市区町村数

北海道 43 7 128 178

青森県 40 0 0 40

岩手県 33 0 0 33

宮城県 33 1 0 34

秋田県 25 0 0 25

山形県 35 0 0 35

福島県 58 0 1 59

茨城県 38 1 5 44

栃木県 18 3 5 26

群馬県 32 3 0 35

埼玉県 24 0 38 62

千葉県 11 21 21 53

東京都 9 0 53 62

神奈川県 4 1 25 30

新潟県 29 0 0 29

富山県 6 0 9 15

石川県 17 0 2 19

福井県 15 0 2 17

山梨県 25 0 2 27

長野県 73 3 1 77

岐阜県 42 0 0 42

静岡県 19 2 12 33

愛知県 40 1 12 53

三重県 17 2 10 29

滋賀県 14 1 4 19

京都府 18 0 7 25

大阪府 27 10 4 41

兵庫県 6 0 34 40

奈良県 27 0 12 39

和歌山県 18 1 11 30

鳥取県 18 0 1 19

島根県 19 0 0 19

岡山県 20 1 5 26

広島県 8 4 10 22

山口県 5 0 14 19

徳島県 24 0 0 24

香川県 14 2 1 17

愛媛県 5 0 15 20

高知県 34 0 0 34

福岡県 8 1 49 58

佐賀県 19 0 1 20

長崎県 12 3 6 21

熊本県 24 2 18 44

大分県 1 0 17 18

宮崎県 17 0 9 26

鹿児島県 22 1 20 43

沖縄県 3 0 38 41

合　計 1,049 71 602 1,722

自宅に係る住居手当の状況＜市区町村（指定都市を除く）＞

14



全地方公共団体の２割強の団体（417団体／1,789団体、23.3％）にお

いて、地域手当を支給している。

地域手当の支給状況（平成２４年４月１日時点）

※国支給地域であるが、実際には地域手当を支給していない団体（９団体）が一部みられるため、地
域手当支給団体数欄から除いている。

地方公務員の地域手当について

地域手当を支給している団体のうち、

○国基準と同様の支給率である団体は、２８０団体（１５．７％）

○国基準を上回る支給率である団体は、 ８１団体（ ４．５％）

○国基準を下回る支給率である団体は、 ６５団体（ ３．６％）

※割合は、区分別団体数に対するものである。

＜参考５＞
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全地方公共団体（１，７８９団体）のうち、

○国基準を上回る支給率である団体は、８１団体（ ４．５％）

国基準を上回る支給率の団体

国基準を上回る支給率の団体について

○都道府県 ４７団体中 １団体（ ２．１％）

○市町村 １，６９９団体中 ８０団体（ ４．７％）

※指定都市及び特別区については、該当団体無し。

東京都のみ都道府県

市町村 以下の１４都道府県、８０団体が該当。

※割合は、全地方公共団体に対するものである。
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